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日
建
連
は
、
昨
年
九
月
の
理
事
会
で
、
働
き
方
改
革

に
対
す
る
取
組
み
と
し
て
「
働
き
方
改
革
推
進
の
基
本

方
針
」「
時
間
外
労
働
の
適
正
化
に
向
け
た
自
主
規
制
」

な
ど
「
働
き
方
改
革
四
点
セ
ッ
ト
」
を
決
定
し
、
会
員

企
業
一
丸
と
な
っ
て
、
長
時
間
労
働
の
是
正
、
就
労
環

境
の
改
善
に
努
め
て
い
く
こ
と
を
決
意
し
た
。
更
に
同

年
十
二
月
に
は
「
週
休
二
日
実
現
行
動
計
画
」
を
策
定

し
、
二
〇
二
一
年
度
ま
で
に
建
設
現
場
の
「
四
週
八
休
」

に
よ
る
完
全
週
休
二
日
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
と
し
て

い
る
。

　

建
設
業
の
週
休
二
日
、
な
か
ん
ず
く
建
設
現
場
の
週

休
二
日
は
、
業
界
が
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。

　

そ
の
第
一
歩
と
し
て
、
四
月
よ
り
、
会
員
企
業
の
全

事
業
所
を
対
象
に
、
よ
り
一
層
の
生
産
性
の
向
上
等
に

努
め
な
が
ら
二
〇
一
八
年
度
は
四
週
五
閉
所
、
一
九
年

度
は
四
週
六
閉
所
の
実
現
を
目
指
し
て
「
統
一
土
曜
閉

所
運
動
」
を
実
施
す
る
。

　

本
運
動
は
、「
働
き
方
を
変
え
る
。
建
設
業
を
変
え
て

い
く
。
〜
す
べ
て
の
現
場
を
週
休
二
日
に
〜
」
を
キ
ャ

ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
に
、
建
設
業
関
係
一
三
団
体
と
共
催
で
、

国
土
交
通
省
、
厚
生
労
働
省
（
予
定
）、
経
団
連
、
日
商
、

連
合
の
後
援
を
い
た
だ
き
、
建
設
業
界
一
丸
と
な
っ
て

取
り
組
ん
で
い
く
。

　

具
体
的
に
は
、
日
建
連
で
は
、
ポ
ス
タ
ー
等
に
よ
る

運
動
の
周
知
、
週
休
二
日
実
施
関
連
の
講
習
会
、
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
等
の
開
催
、
好
事
例
の
発
表
会
の
実
施
や
事

例
集
を
作
成
す
る
。
会
員
各
社
に
は
、
ト
ッ
プ
か
ら
の

社
内
文
書
・
イ
ン
ト
ラ
等
を
通
じ
た
運
動
実
施
の
呼
び

か
け
や
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
記
載
、
ポ
ス
タ

ー
の
掲
示
な
ど
建
設
現
場
へ
の
周
知
徹
底
、
優
良
事
例

の
水
平
展
開
等
運
動
の
活
性
化
、
安
全
協
議
会
や
新
規

入
場
者
教
育
等
で
の
協
力
会
社
、
建
設
技
能
者
へ
の
周

知
啓
発
等
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て
い

る
。

国
交
省
、「
建
設
業
働
き
方
改
革
加
速
化

プ
ロ
グ
ラ
ム
」で
業
界
を
後
押
し

　

国
土
交
通
省
は
三
月
二
十
日
、
建
設
業
に
お
け
る
週

休
二
日
の
確
保
を
は
じ
め
と
し
た
働
き
方
改
革
を
更
に

加
速
さ
せ
る
た
め
、
長
時
間
労
働
の
是
正
、
給
与
・
社

会
保
険
、
生
産
性
の
向
上
の
三
分
野
に
お
け
る
新
た
な

施
策
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
と
し
て
ま
と
め
た
「
建
設
業
働
き

方
改
革
加
速
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
策
定
し
た
。
ま
た
、

公
共
工
事
設
計
労
務
単
価
に
つ
い
て
も
本
年
三
月
か
ら

二
・
八
％
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
三
月
二
十
七
日
、
石
井
啓
一
国

土
交
通
大
臣
と
建
設
業
四
団
体
と
の
意
見
交
換
会
が
開

催
さ
れ
、
石
井
大
臣
か
ら
、
①
週
休
二
日
の
確
保
を
は

じ
め
と
し
た
長
時
間
労
働
の
是
正
②
適
切
な
賃
金
水

準
の
確
保
③
生
産
性
の
向
上
―
の
三
点
に
つ
い
て
、

あ
ら
た
め
て
積
極
的
か
つ
具
体
的
な
取
組
み
を
行
う
よ

う
要
請
が
あ
っ
た
。

　

日
建
連
は
石
井
大
臣
の
要
請
を
踏
ま
え
、
翌
二
十
八

日
の
理
事
会
で
働
き
方
改
革
を
更
に
前
進
さ
せ
る
た
め
、

下
記
の
取
組
み
を
行
う
こ
と
を
決
定
し
た
。

　

日
建
連
は
引
き
続
き
、
週
休
二
日
実
現
に
向
け
た

「
統
一
土
曜
閉
所
運
動
」
や
「
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ

ス
テ
ム
の
普
及
促
進
」
な
ど
働
き
方
改
革
の
推
進
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
所
存
で
あ
る
。

n i k k e n r e n  a c t i o n  r e p o r t n i k k e n r e n  a c t i o n  r e p o r t 日 建 連 活 動 報 告

週
休
二
日
を
目
指
し
、

 「
統
一
土
曜
閉
所
運
動
」を
実
施

１　�今回の公共工事設計労務単価改定及
び週休2日工事の労務費補正の適切な
反映など、週休二日の定着に果敢にチャ
レンジしながら、建設技能者の賃金水準
を改善する取り組みの要請

２　�建設業各団体との共催による「土曜統一
閉所運動」の展開

３　�i-Constructionの推進により建設現場
の生産性向上を図るため、公共発注機
関との「公共工事の諸課題に関する意
見交換会」においてＩＣＴやCIMの活用に
ついて意見交換し、受発注者連携した取
組みとして進めていく。さらに、産官学連
携によるi-Constructionシステム学講座
に日建連として参加し、研究開発を推進

４　�建設技能者の適切な賃金水準の確保や
社会保険加入の促進をさらに徹底するた
めの取組みの検討

５　�建設キャリアアップシステム普及促進及
び同システムを活用した建設技能者の能
力評価制度検討に合わせた建設技能者
の処遇方策の検討

「統一土曜閉所運動」ポスター 週休二日推進ロゴマーク
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